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各種財政指標の  動向等を注視令和3年度
決算

主な財政指標の推移

　

令
和
３
年
度
の
主
な
財
政
分
析
指
標
を

み
る
と
、
財
政
構
造
の
弾
力
性
を
判
断
す

る
経
常
収
支
比
率
は
、
前
年
度
に
比
し
て

４
・
０
ポ
イ
ン
ト
改
善
し
、
86
・
２
％
で

あ
っ
た
。
実
質
収
支
比
率
は
、
前
年
度
を

０
・
９
ポ
イ
ン
ト
上
回
り
７
・
０
％
と
な

っ
て
い
る
。

　

財
政
運
営
の
健
全
化
を
判
断
す
る
財
政

健
全
化
判
断
比
率
に
お
い
て
は
、
実
質
赤

字
比
率
、
連
結
実
質
赤
字
比
率
と
も
赤
字

は
な
か
っ
た
た
め
算
出
さ
れ
ず
、
実
質
公

債
費
比
率
は
５
・
１
％
、
将
来
負
担
比
率

は
85
・
５
％
で
あ
り
、
い
ず
れ
も
早
期
健

全
化
基
準
内
の
数
値
と
な
っ
て
い
る
。
ま

た
、
下
水
道
事
業
会
計
に
お
い
て
は
、
資

金
不
足
額
を
生
じ
た
も
の
は
な
く
、
資
金

不
足
比
率
は
算
出
さ
れ
な
か
っ
た
。

　

本
市
の
財
政
状
況
は
、
中
長
期
的
な
財

政
運
営
を
示
す
指
標
等
か
ら
は
、
健
全
財

政
の
範
囲
内
で
あ
る
こ
と
が
認
め
ら
れ

る
。
し
か
し
な
が
ら
経
常
収
支
比
率
は
９０

％
を
切
っ
た
も
の
の
依
然
と
し
て
高
い
状

況
で
推
移
し
て
い
る
こ
と
や
、
大
型
事
業

や
扶
助
費
を
中
心
と
し
た
義
務
的
経
費
が

毎
年
増
加
傾
向
に
あ
る
こ
と
に
加
え
、
公

共
施
設
の
老
朽
化
へ
の
対
応
等
財
政
需
要

の
増
加
が
見
込
ま
れ
る
こ
と
な
ど
、
多
く

の
課
題
を
抱
え
て
い
る
。

　

歳
入
歳
出
全
般
に
わ
た
る
行
財
政
改
革

を
不
断
に
行
い
、
各
種
財
政
指
標
の
動
向

等
を
注
視
し
つ
つ
、
財
政
規
律
に
配
慮

し
、
中
長
期
的
視
点
に
立
っ
た
健
全
な
財

政
運
営
に
努
め
る
よ
う
要
望
す
る
。

令
和
３
年
度
決
算
審
査
意
見
書

佐
藤　
孝

佐
藤　
高
清

監
査
委
員

財政調整基金
地方公共団体の健全な財政運営を確保するために設置した積
立金で、地方公共団体の貯金であり、経済事情の変動などに
よる減収、災害により生じる予期せぬ支出・減収を埋める時や
緊急性の高い大規模な事業の経費に充てることとしている。

経常収支比率
財政構造の弾力性を判断する指標の一つであり、経常的経費
に経常的な一般財源がどの程度充当されているかを示す。こ
の比率が低いほど財政構造の弾力があり、８０％を超える場合
には、弾力性を失いつつあるとされる。

財政力指数
財政構造における財政力の強弱を判断するために用いられ
るものであり、地方公共団体が標準的な行政活動を行うのに
最小限必要な財政需要に対する税を中心とした収入の割合
を示し、この指数が「１」を超えるほど財政力が強く、財源に余
裕があるとされる。　

(3カ年平均)財政力指数
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会計名 歳入 歳出 採決
土地取得
国民健康保険
後期高齢者医療
介護保険

収益的収支
資本的収支

 1720円 1720円 全員賛成で認定
 39億5497万円 38億1952万円 反対2：賛成12で認定
 6億3444万円 6億3280万円 反対2：賛成12で認定
 35億9423万円 35億751万円 反対2：賛成12で認定
 9億4640万円 8億7824万円 

反対4：賛成10で認定
 8億8406万円 11億3804万円

特別会計

企業会計 下水道
事　業

各会計の決算額と採決結果

令
和
3
年
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決
算
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定
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